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【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標
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要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）
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産業の活力と文化の魅力あふれる創造性豊かなまち

地域を支える産業の振興と経済の活性化

商工業の振興

企業誘致・交流の推進

企業誘致・起業支援による地域経済活性化促進事業

創造都市推進局

立地・創業・イノベーシ

087-839-2412

市

平成 年度～29

特別重点 ⑪5- ②ソフト事業（法律による実施義務無）

立地環境・物件紹介の回数 回

企業誘致助成制度指定件数（２１年度以降の累計） 件

平成 年度（ 年度決算分）29 28

H26 H27 H28 H30

H26 H27 H28 H30

H30H28H27H26

　地域経済の活性化や雇用の確保を図るため、企業誘致専門員による企業立地のための情報収集や誘致活動のほか、平成２１年
度から施行した企業誘致優遇制度を活用し、企業誘致を推進する。
　また、平成２７年度に策定した創業支援事業計画に基づき、関係団体等との連携を強化しながら創業者支援に取り組むととも
に、四番丁スクエア内に設置した創造支援センターを活用して、創造性に富む発想や独自性のある技術を活用した新規事業者等
の支援を行う。

企業誘致専門員雇用経費（１人×１２ヶ月）　４，９５１千円

全国の事業所

市内における新たな事業所等の設置を促進する。

各企業が予定している設備投資や新規雇用、
空き物件や遊休地等の情報、本市企業誘致助
成制度を始めとする各種助成制度について、
金融機関等と積極的に情報連携を行うことで
、目標を達成できた。

平成 年度35

H29

H29

H29

年度29 企業誘致専門員誘致活動費等　　　　　　　　　　９３０千円
企業誘致優遇制度に基づく助成金　　　　　５２，８２７千円
創造支援センター運営費　　　　　　　　　　　　３６２千円
その他　　　　　　１００千円

％135.0

点35

平成 年度（決算）26 平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（予算）29

238,727 235,190 91,627 69,298

230,682 226,822 81,499 59,170

8,045 8,368 10,128 10,128

Ａ 拡充

経済環境が不透明さを増し、企業が新たな設備投資や雇用に慎重になることが予想される中であるが、税源涵養に資するため、引き続き取り
組むべき必要性の高い事業である。

今後、これまで取り組んできた企業誘致活動に加え、創業、起業支援についても、積極的に事業を行っていくため、関係団体と効果的な連携
を図る必要がある。
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